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Ⅰ．委託業務の目的、達成目標等 
１．１ 委託業務の目的 

本事業は、「統括部局」の機能を強化し、学部・研究科等の各研究組織

での管理が進みつつある研究設備・機器を、研究機関全体の研究基盤とし

て戦略的に導入・更新・共用する仕組みを強化（コアファシリティ化）す

る。 
筑波大学（以下「本学」という。）では、総括部局であるオープンファ

シリティー推進室（以下「OF 推進室」という。）を学長の直下に位置する

全学的組織として位置づけ、機器共用の戦略的な促進及び研究機器整備、

支援体制の構築を実施する。 
 
１．２ 本事業における達成目標、達成された時の姿 

全学的組織で強力なリーダーシップ体制の下、共用マネジメント及び人

材マネジメント、産学・地域連携マネジメントを行い、機能強化を図るこ

とを目標とする。また、事業終了後に共用化文化の促進で社会還元型研究

を支える戦略的インフラの確立を目指す。 
 
１．３ これまでの取組と解決すべき課題 

これまで研究機器の共用化に向けて、One-stop 予約課金システムの構築

や学内約１８０台の機器共用化及び有効利用、講習会等の企画による利用

促進を実施した。また、学外利用促進及びつくば地区研究機関との連携を

進めてきた。今後の計画として、共用機器数の拡大や技術職員の育成、つ

くば地区研究機関との戦略的連携促進を行うために、全学統括に向けたマ

ネジメント体制の強化が必要である。 
 
１．４ 目標達成に向けた戦略 

目標達成に向けて、令和３年度に統括部局を設置し、全学機器整備運営

方針の策定を行い、令和４年度から戦略的コアファシリティマネジメント

を推進する。 
・TIA 連携による社会還元型研究促進戦略 

TIA 連携・技術交流会の開催（令和３年度～）及び開発研究センター

等との連携による産学連携新事業（令和５年度～）の実施により、社会

課題・産業ニーズの集約を行い、社会還元型研究を推進する。 
・キャリアアップ・キャリアパス戦略 

技術職員の育成・交流プログラムの策定（令和３年度～）及びつくば

アソシエイトメンタリング人材育成支援（令和３年度（試行）・令和５
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年度（実施）～）、キャリアアップ・キャリアパスの方策の試行・運用

（令和５年度～）、技術職員クロスアポイントメント（令和６年度～）

の実施により、キャリアアップ・キャリアパスの確立を図る。 
・機器運用資金好循環化戦略 

機器運用資金好循環化に向けて、共用化新ルール（利用負担金多階層

化改革及び特殊機器の高額共用、若手研究支援クーポンの配布）を整備

し、共用機器の自走化及び高収入化、若手研究力強化を行う。学内研究

設備機器の調査（令和３年度～）及び共用システム高度化改修（令和３

年度～）、共用化新ルールの方針を決定（令和４年度～）、共用新シス

テム稼働・全学研究設備機器の登録一元化と共用化促進（令和４年度～）

により、５００台の機器共用化を目標として、共用新システムの定着を

図る。 
 
１．５ 研究機関全体としての研究基盤の整備・運用方針 

本学は「国際性」と「学際性」を建学の理念に掲げ、分野横断的な教員

組織の編成により学際的研究を推進してきた。第４期中期目標期間からは

「指定国立大学法人」として、これを一層強力に推し進める。さらに、既

存の学問分野だけでは解決できない課題に挑む新たな分野を創成し、その

教育研究の成果を社会に実装することを目指す。学際性を理念として研究

力強化に取り組む本学にとって、研究基盤の共用は、研究設備・機器のよ

り効果的・効率的な利用のみならず、機器を核として、学内外の研究者の

協働による分野を超えた新たな研究を生み出す基礎・基盤となる。本事業

では、本学の基盤的研究力を強化するため、学内機器の共用化のさらなる

推進、コアファシリティ機能の充実を実施し、多様な研究を支える環境を

整備する。 
本学の第４期中期目標では、卓越した学術研究を推進するためにオープ

ンファシリティー（以下「OF」という。）を積極的に利用できるよう、研

究支援人材育成、コアファシリティの戦略的整備、学内の各組織に散在し

ている研究機器共用システムへの登録促進を進める。 
 
Ⅱ．令和４年度の実施内容 
２．１ 実施計画 
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

① 構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

 OF 機構は、従前の総括部局である OF 推進室を全学的組織に改組し学長

直下の機構として位置付けられたものであり、機構長（研究担当副学長）
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と副機構長を置いている。また、OF 機構には、審議組織としてオープン

ファシリティー推進委員会を置き、全学的な戦略、方針の策定、ルール

の策定、整備等を行い、また、実行組織としてオープンファシリティー

推進支援室を置いている。OF 機構の組織体制で、令和４年度は学内研究

設備機器の調査、共用化のための基盤機器の高度化やメンテナンス及び

スタートアップサポート、全学的な共用化新ルールの方針及び利用料金

体系の策定、共用新システムの高度化改修及び保守・バックアップ、TIA

連携・技術交流会の開催等、産学連携の広報活動や各種課題に取り組む。 

  

② 技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

本学は第４期中期目標期間において、技術職員、URA 等の高度専門人材

のあり方の見直しを計画している。本取組では、共用機器の環境整備及

び管理をより機能的に推進するため、令和４年度は１名の継続技術職員、

２名の技術職員、共用機器技術支援のため、テクニカルエキスパート１

５名程度を雇用する。これらの職員も含めて機器共用化に関係する技術

職員は、更に高度な専門能力を有する人材として育成して、大学におけ

る教育研究のより一層の高度化を図る。この方針のもと総務部人事課と

も連携し、第４期中期計画に掲げた「専門職人材ユニット（仮称）」の

構築を検討する。これらを念頭に置いて、技術職員の育成・交流プログ

ラムの策定や技術交流会の開催、つくばアソシエイト２名程度によるメ

ンタリング人材育成支援を行う。その他、プロジェクト運営のため、事

務職員２名を継続雇用する。 

 

（ⅱ）協力機関の取組 

協力機関として国立研究開発法人産業技術総合研究所及び国立研究開

発法人物質・材料研究機構（以下「NIMS」という。）、大学共同利用機

関法人高エネルギー加速器研究機構（以下「KEK」という。）が参画する

ことにより、技術職員の育成・交流プログラムの計画や技術交流会の開

催を連携して実施する。 

 

２．２ 成果・実績 
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

【機関名：国立大学法人筑波大学】 

①構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

（１）統括部局の設置 

本学の研究設備の学内外への共用に係る課題を解決するとともに、
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これを推進する全学的統括組織である OF 機構を令和３年度に設置し

ていたが、その目的を達成するため、その運営に関わる重要事項、

及び、関連事項を審議するために、OF 機構の機構長（研究担当副学

長）を委員長とするオープンファシリティー推進委員会を新たに設

置した。 

 

（２）統括部局の仕組み 

令和４年６月２４日にオープンファシリティー推進委員会（第１

回）を開催し、OF 機構の組織、運営に関する要項を決定した。その

推進に係る支援を円滑に行うため、機器のシステム登録、共同利用

普及のための施策などを含むオープンファシリティーの推進に関す

る多様で詳細な事項を審議するオープンファシリティー推進支援室

を置いた。 

さらに、オープンファシリティー推進支援室の下でオープンファ

シリティー推進支援会議を、令和４年７月１４日、８月９日、１１

月１１日、１２月２３日、令和５年３月２８日の計５回、実施した。 

 

（３）オープンファシリティーの推進に関する事項 

オープンファシリティー推進のため、以下の施策を行った。 

 

（３-１）学内研究設備機器の調査 

OF 機構が中心となり、設備の現状把握・分析、設備整備に係る課題

の抽出、それらに基づく財源確保及び他機関連携も含めた設備整備・

運用の効率化等、設備マネジメントの最適化を目指して、令和４年度

設備マスタープラン策定に係る調査を実施した。本件調査にあたり、

研究設備を経営資源の一つとして、戦略的に活用・運用すると共に、

多様な財源の活用を含めた整備計画が重要となるため、第６期科学技

術・イノベーション基本計画に、汎用性があり、一定規模以上の研究

設備・機器については原則共用とすることが示されていることから、

OF の登録設備を優先的に更新の対象とする旨を学内に周知した。 

 

（３−２）全学的な共用化新ルールの方針及び利用料金体系の策定 

「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』報

告書」、「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注

解』に関する実務指針」がそれぞれ改訂され、教育研究の水準を維持

するため、保有する施設設備の更新を定期的に行う資金を計画的に留
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保する仕組みが新設された。このことを踏まえ、本学においても、減

価償却引当特定資産を繰り入れるための制度を設けるとともに、貸付

料等の施設・設備の更新に必要な経費を適切に設定するように学内向

けに通知した。また、新制度の導入にあたり、「研究設備・機器の共

用推進に向けたガイドライン（文部科学省通知）」における利用料金

設定の考え方の例を参考に、研究設備・機器の維持費や消耗品費、光

熱水費だけでなく、研究者・技術職員等の技術的な知見・ノウハウを

別途算定するとともに、大規模な修繕や更新に向けた減価償却費相当

額を利用料金に含める体系としていくことを考慮して、教育研究機器

の共用に係る負担経費の算定指針案を作成した。更に、戦略的コアフ

ァシリティマネジメントに対応した共用化新ルールの方針を含めた全

学的な共用方針の策定が引き続き必要となるため、令和５年度に各種

課題に取り組む方針とした。 

 

（３−３）オープンファシリティーWEB システム（データベース） 

機器運用資金好循環化戦略の施策として、オープンファシリティー

WEB システム（データベース）の予約単価種別を多様な設定ができるよ

うに整備した。各機器で設定可能な予約単位は、1時間単位、30分単位、

10 分単位、検体単位、ラン単位等の選択肢があるが設定可能な予約単

価種別を１種類から３種類まで拡張した。これにより、各機器の特性

や機器の習得度、データ登録有無、遠隔化の有無等を考慮した複数の

単価設定が可能となった。さらに、予約ルールの改定、特殊文字使用

に対応させた改訂を実施することで、利便性を高めた。また、本シス

テムの保守・バックアップを実施した。 

 

（３−４）筑波大学オープンファシリティー研究機器共同利用説明会 

令和４年６月７日に、オンライン形式で、NIMSとKEKの協力を得て、

オープンファシリティー研究機器共同利用説明会を行い、学内外から

１１３名の参加者があった（参考１参照）。 

 

（３−５）TIA 共用施設ネットワーク MG 会議 

  令和４年７月１２日と令和５年１月３１日に開催されたTIA共用施設

ネットワーク MG 会議で当事業の活動について報告し、意見交換を行った。 

 

（３−６）筑波大学オープンファシリティーウィーク２０２２ 

令和４年１０月１７日(月)～２１日（金）にかけて、各共用機器の
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設置場所でのオンライン（リアルタイム、オンデマンド）及び対面の

ハイブリット形式で、利用相談会、機器見学会、関連セミナーを実施

した。ユーザーからは個々に丁寧な説明を受けることができたと、好

評であった。学内外から２９６名の参加者があった（参考２参照）。 
 

（３-７）全学向け講習会・セミナー等 

前項のオープンファシリティーウィーク２０２２のイベントに加え、

オンライン形式の全学向け講習会・セミナー等を全２４回（表１参

照）、対面形式の全学向け講習会・相談会・実機デモ等を全５０回

（表２参照）開催した。その他、技術職員及び学生テクニカルエキス

パート（計１７名）、メーカー協力による個別講習会・機器操作支援

を多数実施した。 

 

表１：全学向け講習会・セミナー（オンライン形式） 

回 講習会名 

１～ 

２３ 

オープンファシリティーウィーク２０２２で全２３回開催 

（参考３、４参照） 

２４ Odyssey CLx セミナー「信頼性の高いウェスタンブロットデータ

を得るために」 

 

表２：全学向け講習会（対面形式） 

回 講習会名 

１ NMR６００(更新機器)第 1 回操作講習会  

２ 第 1 回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

３ 第２回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

４ NMR６００(更新機器)第 2 回操作講習会  

５ 第３回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

６ 第４回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

７ 第５回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

８ 第６回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

９～ 

３３ 

オープンファシリティーウィーク２０２２で全２５回開催 

（参考３、４参照） 

３４ 第７回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

３５ 第８回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

３６～ 

４６ 

ライカ共焦点レーザー顕微鏡 (TCS SP8) の取り扱い説明会を 

全１１回開催 

４７ 第９回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 
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４８ 第１０回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

４９ 第１１回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

５０ 第１２回マテリアル先端リサーチインフラ事業(ARIM)装置講習会 

 

（３−８）オープンファシリティーサポート２０２２ 

  本事業及び学内措置により、研究機器保有部局に対する新規登録促

進、登録機器の機能強化、若手研究者の機器利用を促すインセンティ

ブとして以下の支援を行った（表３参照）。 

（１）スタートアップ支援 

OF の新規登録予定の機器/業務に対する支援 

支援例：共用に備えた消耗品の補充、不具合の修正  

（２）機能強化支援 

OF 既登録機器/業務に対する支援（基盤機器以外も対象） 

登録されている機器の機能強化経費（バージョンアップ等）の

一部を支援 

   （３）基盤機器緊急支援 

OF 基盤機器メンテナンスに係る作業費の支援 

（４）基盤機器高度化改修支援 

OF 基盤機器の高度化・改修にあたる設備備品費の支援 

（５）基盤機器更新支援 

OF システムに登録している共同利用機器及び関連機器等の更新

又は委託利用業務で必要な機器等の更新支援 

（６）若手研究者クーポン支援 

学内若手研究者が研究用消耗品の購入経費として使用可能なク

ーポンを配付 

 

表３：オープンファシリティーサポート２０２２支援実績 

支援名 件数 支援額（千円） 

(１)スタートアップ支援 ２５ ６,５８９ 

(２)機能強化支援 ４５ １９,８０６ 

(３)基盤機器緊急支援 ８ ５,１２０ 

(４)基盤機器高度化改修支援 ７ ６,７３３ 

(５)基盤機器更新支援 ４ ２３,４８８ 

(６)若手研究者クーポン支援 ２８ ２,７０４ 

OF サポート２０２２ 総計 １１７ ６４,４４０ 
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②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

（１）技術職員等の雇用支援 

オープンファシリティー推進のため、技術職員・マネジメント人材

等の活躍促進に向けて、以下の施策を行った。 

 

（１−１）技術職員の雇用支援 

共用機器の環境整備及び管理をより機能的に推進するため、令和４

年度には、２名の継続技術職員、３名の技術職員（うち1名は退職した

ため技術補佐員が後任）の雇用支援を実施した。 

 

（１−２）テクニカルエキスパートの雇用支援 

利用に際し高度な技術が求められる、あるいは、習熟が求められる

機器のオープンファシリティー化において、大学院生をテクニカルエ

キスパートとして雇用できるものとしており、令和４年度には、１７

名の雇用支援を実施した。 

 

（２）技術職員のキャリアアップ 

大学としての研究力を維持、増進を進めながら、オープンファシリ

ティー化を積極的に推進するためには、教員の負担を増やしては意味

がない。ここでは、高い技能と、高い専門性を有する技術職員の育成

と協力が不可欠である。そのための第一段階として、技術職員の啓蒙

が重要である。令和４年度は、第４期中期計画に掲げた「専門職人材

ユニット（仮称）」の構築の検討を開始した。 

 

（２−１）筑波大学技術職員交流会での説明 

令和４年度には、全学行事として行われている筑波大学技術職員交

流会（令和５年３月８日）の中で OF 機構についての説明を行うととも

に、オープンファシリティー化の活性化に関して、協力を求めた。ま

た、メンターである「つくばアソシエイトによる人材育成支援プログ

ラム」の策定を行った（表４参照）。 

この活動は、当事業を高いレベルで維持、発展させるために不可欠

なものであるため、今後、更に内容を充実させ、継続的に実施する方

針とした。 
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表４：つくばアソシエイトによる人材育成支援プログラムコース 

コース名 内容 

コース１） 

幅広い知識の習得 

＊研究倫理 

＊環境と科学技術 

コース２） 

専門基礎知識の技術の習得 

＊材料関連の基礎知識 

＊各種基本的な実験技術の概要 

＊物質分析の基礎 

 

（２−２）技術職員・関東甲信越懇談会への参加 

関東甲信越の１４大学、国研２機関が参画し、定期的に開催されて

いる技術職員・関東甲信越懇談会に参加し、令和４年６月１０日、１

０月１４日に OF 機構の業務紹介を行った。 

 

（３）実績 

戦略的な研究設備・機器の整備を実施したことにより、登録機器の

増加及び学内外の利用件数や利用負担金収入の増加に繋がり、利用促

進を効果的に進めることができた。以下に登録機器・委託業務登録数

などの年度別推移を示した。概ね増加傾向であった（図１、図２、図

３、図４参照）。 

 

図１：登録機器数・委託業務登録数の推移 
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図２：年度別学内利用件数・利用時間・利用負担金収入推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：年度別学外利用件数・利用時間・利用負担金収入推移 

 

 

  



 

11 
 

図４：年度別学内外利用件数・利用時間・利用負担金収入推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ii）協力機関の取組 

令和４年６月７日に、NIMS と KEK の協力を得て、オープンファシリテ

ィー研究機器共同利用説明会を開催した。 

また、KEK の協力を得て、技術職員間の定期的な意見交換及び相互見学

会が実施され、第一回（令和４年７月１３日～２９日）では、本学から

KEK へ４名、KEK から本学へ１０名が参加、第二回（令和４年９月１４日

～１１月１１日）では、本学から６名、KEK からは１０名が参加した（延

べ参加人数：KEK で４８名、本学で２５名）。見学コースは、KEK のつく

ばキャンパスのSuperKEKB加速器や東海キャンパスの大型陽子加速器施設

をはじめ全１４コース、本学のマテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）

や中地区排水処理施設をはじめ全１１コースが企画された。本取組は、

各機関の HP ニュースに掲載された（図５、図６参照）。 
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図 5、図 6：相互見学会の様子 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
Ⅲ．令和５年度以降の取組実施に向けた課題、問題点 

（１）本事業で求めるオープンファシリティー化の推進は、学内全ての関連部局

の協力を得て、大学全体として進めることが重要である。しかし現状では、

各分野の歴史的背景、あるいは研究手法の相違によって、OF に対する意識

が異なるため、同一の体制で実施しにくい状況にある。インセンティブ付

与、委員会委員の構成等において、戦略的な対応を行う必要がある。 
 
（２）本事業において、教育力、研究力の低下の犠牲を払うことなく、高い効

果を上げるためには、技術職員の協力が不可欠である。技術職員の意識改

革により解決に近づけることは不可能ではないものの、個々の職員の意識

が異なるため、全体として顕著な効果が現れるには時間を要することにな

る。ここでは、大学を挙げての変革が求められる。技術職員の活性化を推

進するため、技術職員を含む専門職人材の戦略的配置を可能にする全学的

な組織として「専門職人材ユニット（仮称）」の創設を進める予定である。 
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参考１：研究機器共同利用説明会ポスター 
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参考２：オープンファシリティーウィーク２０２２ポスター 
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参考３：オープンファシリティーウィーク２０２２スケジュール１ 
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参考４：オープンファシリティーウィーク２０２２スケジュール２ 

 


